
施

に協創を分かりやすく

策

伝

えるよう努めるとと

の

もに、協創に関する職

概

員研修を通じて、職員

要

の意識啓発を図ってい

柱

く。

協働・協創
の 取 組

立

み

【目標】17パート

て

ナーシップで目標を達

1

成しよう【ターゲット

1

】17.17効果的な

【

公的・官民・市民社会

行

のパートナー

シップを

財

推進する【関連する理

政

由】区民、ＮＰＯ団体

】

、企業、大学等と連携

区

し協創を推進すること

民

は、様々な主体と
ＳＤ

の

Ｇｓが
のパートナーシ

活

ップによる区政運営に

躍

つながる。【評価】多

と

様な主体と連携し地域

ま

課題の解決等に取り組

ち

むことがで
目指す目標

の

きた。今後も、協創の

活

理念を基に行動するこ

力

とのできる職員を育成

を

し、多様な主体を結び

支

付けていくコーディネ

え

ート
（ターゲッ

意識の

る

必要性を高めていく。

行

ト）との関
連及び評価

財

備　　　考

政

施 策 群 名 13 多様な主体による協働・協創を進める

施 策 名 13.1 協創推進体制の構築

■　協創の仕組みや取組みを発信することで、協創の理念を浸透させていく。

■　協創に関する研修等を通じて、職員一人ひとりが協創を推進できるよう職員の育成を行っていく。

■　協創プラットフォームへの区民参画を高め、協創による地域課題の解決や新たな魅力の創出に向けた取組みを推

施策の方向 進していく。

( 目 標 )

■　協創について知っている区民の割合は少しずつ増加していますが、依然として低い割合となっている。

■　職員が協創の理解を深め、コーディネート力を高めるため、ワークショップ等の研修を行っている。

■　「子どもの未来」等のプラットフォームを展開し、各団体、企業が交流する場や機会の提供を行っている。

現　　　状

■　区民が協創の理念を理解し浸透を図っていくためには、具体的でわかりやすい事例を数多く示していく必要があ

る。

■　協創を推進するためには、庁内連携や様々な主体同士をつなぐなど、効果的なマッチングが求められるため、職

員が理解を深めるとともに、コーディネート力を高めていく必要がある。

■　協創を推進していくためには、課題を自分ごとで考え、活動する区民を増やしていく必要がある。
課　　　題

■　協創の具体的でわかりやすい事例を示し情報発信することにより、協創の理念を浸透させていく。

■　職員の協創に対する

足

理解を深め、多様な主

立

体同士をつなぐコーデ

区

ィネート力の向上を図

　

るため、職員ワークシ

令

ョ

ップ等の研修を実施

和

していく。

■　多様な

５

主体が参加する場や機

年

会を広げ、協創プラッ

度

トフォームに参加する

施

主体を増やすことで、

策

協創による取組

みを推

評

進していく。
方　　　

価

針

担 当 課 名 未・協働協

調

創推進課（取りまとめ

書

）

電 話 番 号 03-38

(

80-5020 E-m

令

ail npo@cit

和

y.adachi.t

４

okyo.jp

　協創

年

プラットフォームにお

度

いて、団体や企業など

事

の各主体が課題を共有

業

し、関係所管と連携し

実

て協創の推進に取り

組

施

んでいる。今後さらに

)

協創の浸透を図るため

1

、協創の仕組みや事例

 

を発信し、多くの区民



)
実　績　値 - - 0 0 R6 300

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% -

指標名 【成果3】協創プラットフォームにより事業に結びついた数（累計）

定義等 協創プラットフォームに参加している団体同士がつながることで事業に結びついた数
指

単　位 事業 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 2 5 5
(5)

実　績　値 - - 2 2 R6 17

達　成　率 0% 0% 0% 0% 100% 12% 40% 12% -

指標名 【活動3】協創プラットフォームに参加している団体数

定義等 協創プラットフォームで行う交流会などに参加している団体数
指

単　位 団体 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 80 80 80
(6)

実　績　値 - - 36 44 R6 120

達　成　率 0% 0% 0% 0% 45% 30% 55% 37% -

単位:千円

3 投入コスト 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

事業費 4,240 4,441

人件費 26,256 24,891

総事業費 30,496 29,332

前年比(金額) 6,739 △1,164

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1】「協創」の仕組みを理解している区民の割合

定義等 世論調査で「『協創』の仕組み」を「知っている」「聞いたことはある」と回答した区民の割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 15 25 20 30 35
(1)

実　績　値 15 16 20 29 R6 45

達　成　率 100.0% 33.3% 64.0% 35.6% 100.0% 44.4% 96.7% 64.4% -

指標名 【活動1】協創に関する外部への情報発信回数

定義等 SNSや ホームページ、あだち広報などの広報媒体を活用した情報発信の回数
指

単　位 回 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 50 60 60
(2)

実　績　値 - - 56 36 R6 80

達　成　率 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 112.0% 70.0% 60.0% 45.0% -

指標名 【成果2】協創についての理解度が深まったワークショップ受講職員の割合

定義等 協創に関するワークショップの受講者アンケートにおいて理解度が深まったと回答した職員の割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 100 100 100
(3)

実　績　値 - - 0 0 R6 100

達　成　率 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% -

指標名 【活動2】係長級職員を対象としたワークショップの受講済み人数（累計）

定義等 係長級職員を対象に実施する協創に関するワークショップの受講済み人数
指

単　位 人 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 75 75 75
(4



ＮＳ、紙媒体に加え、新たにｗｅｂ

プレスリリースサイトを活用したことにより、協創の理解向上と区外に向けた魅力発信に繋げた。

4

指標（３）（４）コロ

 

ナ禍の影響により、ワ

担

ークショップは実施で

当

きなかったものの、新

部

任、主任・係長昇任の

に

職層研修の機会を

捉え

お

、協創の理解を高める

け

講義を352人に対し

る

て行い、コーディネー

評

ト意識の必要性を理解

価

した受講職員の割合は

（

100％だった。ワ

ー

部

クショップという形式

長

にこだわることなく、

評

あらゆる機会を捉えて

価

、職員の協創への理解

－

を高めていく。

指標（

１

５）（６）ＮＰＯ交流

次

会や子ども食堂・フー

評

ドパントリー交流会な

価

どの開催により、団体

）

同士の情報共有や意見

そ

交換を行

い、また活動

の

分野の異なる団体の参

１

加により、横の繋がり

1

を創ることができたが

)

、事業化には繋がらな

施

かった。コロナ禍によ

策

る様

々な制約も要因の

の

一つとして考えられる

達

。

2)達成状況と原因

成

分析を踏まえた今後の

状

方向性

　庁外において

況

は、多様な媒体を活用

と

し、分かりやすい協創

そ

の活動事例を通じて協

の

創の理解促進を図り、

原

区民や企業などがゆる

因

や

かに繋がり、それぞ

の

れができることを実践

分

することで、協創によ

析

る地域課題の解決や新

指

たな魅力の創出を実現

標

する。

　庁内において

（

は、各所管課が行って

１

いる協創の取組みや、

）

保有している企業や団

（

体の情報を集めて事例

２

を紹介していくととも

）

に、職員一人ひとりが

情

コーディネート力、渉

報

外交渉力を身につけ、

発

協創の理念を基に業務

信

を遂行できるよう職層

回

研修等を通じて育

成を

数

進める。

は目標値に届かなかったものの、これまでのホームページ、Ｓ



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

大学連携推進事業 シティプロモ課10056 4,129 16,594 20,723 現状維持 Ｂ

協働・協創推進事業 未・協働協創推進課22843 312 8,297 8,609 改善・変更 Ａ

合計２事業 4,441 24,891 29,332

3)施施策の手段として位置付け



施

住区センターやＮＰＯ

策

団体は、清掃活動や防

の

犯パトロールなど地域

概

課題へも主体的に取り

要

組

んでおり、協働・協

柱

創の最大のパートナー

立

である。今後も、多様

て

化・複雑化した区民ニ

1

ーズに応えるため、地

1

域課題

を自主的・自発

【

的に解決していく地域

行

の主体を支援していく

財

。

協働・協創
の 取 組 み

政

【目標】17 パート

】

ナーシップで目標を達

区

成しよう

【ターゲット

民

】17.17 様々な

の

パートナーシップの経

活

験や資源戦略を基にし

躍

た、効果的な公的、官

と

民、市民社会のパー
Ｓ

ま

ＤＧｓが
トナーシップ

ち

を奨励・推進する。
目

の

指す目標
【関連する理

活

由】町会・自治会やＮ

力

ＰＯ団体等は、地域課

を

題へ取り組むにあたっ

支

て最大のパートナーで

え

ある。
（ターゲッ

【評

る

価】団体とは、緊密で

行

友好的な関係性を維持

財

することができた。
ト

政

）との関
連及び評価

令

施

和５年度から指標（1

策

）の最終目標値につい

群

ては、区民評価委員か

名

ら現実的な目標値でな

1

いとの指摘があったた

3

め

備　　　考 下方修正

多

する（Ｒ６目標値：６

様

０％→５０％）。

な主体による協働・協創を進める

施 策 名 13.2 地域活動の活性化

■　地域で活躍する人材育成につながる地域活動の場と機会を提供し、町会・自治会、ＮＰＯ等各種団体の活動を活

性化する。

施策の方向
( 目 標 )

■　町会・自治会リーフレットの配布等での町会・自治会勧誘活動を行っているが、単身・外国人世帯数が増えてい

るため、加入率は減少傾向にある。

■　地域活動参加の契機とする講座や団体運営支援講座等の実施による新規団体設立や活動継続の支援により、ＮＰ
現　　　状

Ｏ活動支援センター登録団体数は増加傾向にある。

■　新型コロナウイルス感染症対策を徹底しながら介護予防や熱中症対策事業、多世代交流など、多様なプログラム

の実施に努めたが、定員制等の制限により利用者数は令和３年度に比べ微増に留まった。

■　町会・自治会加入者を増やすため、勧誘活動を行う町会・自治会員の支援と、不動産関係団体への協力依頼等に

よる連携を深めていく必要がある。

■　ＮＰＯ活動の活性化を図りＮＰＯ団体の連携を促進するため、活動拠点としてのＮＰＯ活動支援センターの機能

や団体の支援を進めるための相談機能を強化していく必要がある。
課　　　題

■　地域活動の活性化に向けて、新しい生活様式との両立を図りつつ、住区センターの新規利用者の獲得やリピート

率を向上させる必要がある。

■　町会・自治会加入勧誘活動支援のため、

足

区ホームページからの

立

加入申込者と町会・自

区

治会長を迅速につなげ

　

ると

ともに、地域活動

令

が活発に実施されるよ

和

うにサポートし、新規

５

加入者の増加に努める

年

。

■　アウトリーチや

度

オンライン相談などの

施

丁寧な伴走支援を行う

策

ことで、団体の創設や

評

活動の継続・発展を推

価

進し、

登録団体の増加

調

を図る。
方　　　針

■

書

　住区センターにおけ

(

る事業の実施数を増や

令

すことで、区民の活動

和

の場や機会を提供し、

４

住区センター利用者の

年

増

加を目指す。

担 当 課

度

名 地域調整課（取りま

事

とめ）

電 話 番 号 03-

業

3880-5864 E

実

-mail chiik

施

i-chosei@c

)

ity.adachi

1

.tokyo.jp

　

 

町会・自治会をはじめ



回数
指

単　位 回 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 3.7 3.7 3.7 3.7 3.7
(5)

実　績　値 3.29 0.68 1.09 1.95 R6 3.8

達　成　率 89% 87% 18% 18% 29% 29% 53% 51% -

指標名 【活動3】住区センター1が所あたりの年間事業回数

定義等 全住区センターの事業数を住区センター数（48カ所）で割った数
指

単　位 回 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 460 600
(6)

実　績　値 - - 310 591 R6 632

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 49% 128% 94% -

単位:千円

3 投入コスト 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

事業費 2,933,272 2,604,353

人件費 892,377 867,587

総事業費 3,825,649 3,471,940

前年比(金額) 602,089 △353,709

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1】町会・自治会加入世帯率

定義等 町会・自治会加入世帯÷住民基本台帳世帯数（各翌年度4月1日現在）
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 60 60 60 60 50
(1)

実　績　値 49.3 48.32 47.47 45.92 R6 50

達　成　率 82% 99% 81% 97% 79% 95% 77% 92% -

指標名 【活動1】地域活性化事業助成件数

定義等 地域活性化事業助成金の助成件数
指

単　位 件 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 5 5
(2)

実　績　値 3 4 3 2 R6 7

達　成　率 0% 43% 0% 57% 0% 43% 40% 29% -

指標名 【成果2】足立区を良いまちにするために何か行動をした区民の割合（施策15-1の再掲）

定義等 世論調査
指

単　位 % 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 31 31
(3)

実　績　値 - - 30.5 25.1 R6 20

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 153% 81% 126% -

指標名 【活動2】NPO活動支援センター登録団体数

定義等 区民が組織するNPO、ボランティア等公益活動団体でNPO活動支援センターに登録、公開した団体数　
指

単　位 団体 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 190 190 195 200 215
(4)

実　績　値 184 191 218 215 R6 200

達　成　率 97% 92% 101% 96% 112% 109% 108% 108% -

指標名 【成果3】区民一人あたりの住区センター年間利用回数

定義等 人口一人あたりの住区センター年間利用



。

であり、活動事例の紹

　

介や講演会の他、各種

原

補助事業

　　　　　　

因

のサポートを行ってい

分

く。また、町会・自治

析

会に対する無関心層に

：

向けては、区ＨＰや広

新

報、ＳＮＳによる情報

型

発

　　　　　　信、イ

コ

ベント参加者に向けた

ロ

ＰＲを行い、町会・自

ナ

治会への関心度の向上

ウ

、及び担い手不足解消

イ

につなげていく。

【指

ル

標２】　新型コロナウ

ス

イルス感染症の影響が

感

減少しており、活動再

染

開に向けて積極的に町

症

会・自治会の声を聞き

に

ながら地域活

　　　　

よ

　　性化事業の活用を

る

支援していく。

【指標

活

３】　区民向けには子

動

ども食堂の体験会講座

の

の実施や美化活動等の

制

生活に身近な地域貢献

限

活動の情報を発信し、

に

団体向けに

　　　　　

加

　はニーズに合わせた

え

団体運営支援講座の開

、

催等を通じ活動の活性

住

化を図り、区民の行動

民

変容を促すことで、「

の

足立区

　　　　　　を

ラ

良いまちにするために

イ

行動する区民」の増加

フ

を図っていく。

【指標

ス

４】　地域活動に興味

タ

ある区民向け講座の開

イ

催や大学での授業やゼ

ル

ミなどを通して、学生

の

と団体とのマッチング

変

等を行い、

　　　　　

化

　地域活動への参加を

や

促し、学生ボランティ

価

ア等も含め幅広い世代

値

に団体登録を促してい

観

く。

【指標５・６】　

の

今後もコロナ禍後の「

多

新規事業の拡大」や「

様

運営方法の見直し」を

化

実施していくことで、

に

新規利用者獲得だけで

よ

　　　　　　　　なく

り

既存利用者の活動の場

町

や機会を維持していく

会

。また、施設職員に対

・

しては、定期的な研修

自

や施設巡回を実施

　　

 

　　　　　　しながら

4

 

、アフターコロナに対

 

応した施設運営ができ

 

るよう支援していく。

       

 

 治会活動への関心が

担

低下していることが大

当

きい。

【指標２】

　達

部

成状況：２団体に地域

に

活性化事業の活用を支

お

援することができたが

け

、目標を達成できなか

る

った。

　原因分析：新

評

型コロナウイルス感染

価

症による活動制限もあ

（

り、区の助成する地域

部

活性化事業の活用を支

長

援することはできなか

評

っ

         

価

   た。しかし、東

－

京都が助成を実施して

１

いる地域の底力発展事

次

業には５件の活用が行

評

われた。

【指標３】

　

価

達成状況：何らかの行

）

動を起こすまでには至

そ

らず、目標を下回った

の

。

　原因分析：長引く

１

コロナ禍により団体や

1

組織の地域活動も自粛

)

を余儀なくされ、個人

施

においても終わりの見

策

えない閉塞感もあ

  

の

          

達

り、何か行動を起こす

成

までには至らないこと

状

が多かったと推察され

況

る。

【指標４】

　達成

と

状況：登録団体数はほ

そ

ぼ横ばいとなり、目標

の

を達成した。

　原因分

原

析：令和４年度は２年

因

に１度の登録団体の更

の

新年であり、団体構成

分

員の高齢化等に伴い活

析

動を終了し、更新を行

【

わない団

      

指

      体もあっ

標

たが、新規で28団体

１

の登録もあり、目標達

】

成につながった。

【指

　

標５】

　達成状況：目

達

標3.7回に対し実績

成

値1.95回となり、

状

目標値を達成できなか

況

った。

　原因分析：新

：

型コロナウイルス感染

町

症対策を徹底しながら

会

多様なプログラムを実

・

施し、利用者の居場所

自

確保に努めたが、定員

治

制

         

会

   や時間制に加え

加

、集客が見込める夏～

入

秋のイベント中止の影

世

響により、利用者がコ

帯

ロナ禍前の水準に戻ら

率

ず、目標値

     

は

       を下回

、

った。

【指標６】

　達

減

成状況：目標460回

少

に対し実績値591回

傾

となり、目標値を達成

向

できた。

　原因分析：

に

令和４年度においては

あ

、各施設において定員

り

制による事業実施とな

目

ったため、複数回に分

標

けて事業を開催した。

を

その

　　　　　　影響

達

により令和３年度より

成

も事業数の増加につな

で

がった。

2)達成状況

き

と原因分析を踏まえた

な

今後の方向性

【指標１

か

】　町会・自治会の加

っ

入世帯率向上に向けて

た

は活動の活性化が急務



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

公益活動げんき応援事業 未・協働協創推進課3453 9,063 9,947 19,010 改善・変更 Ａ

ＮＰＯ活動支援センター運営事業 未・協働協創推進課3454 47,432 20,743 68,175 拡充 Ａ

表彰事務 総務課3459 12,908 20,743 33,651 現状維持 Ａ

町会・自治会活動支援事務 地域調整課3557 108,908 39,826 148,734 現状維持 Ａ

町会・自治会会館整備助成事業 地域調整課3558 6,252 1,659 7,911 現状維持 Ａ

地域調整一般管理事務 地域調整課3559 5,508 26,531 32,039 現状維持 Ｂ

被災者応急支援事務 地域調整課3564 612 2,319 2,931 現状維持 Ｂ

美化推進事業 地域調整課3566 50,679 101,298 151,977 現状維持 Ａ

住区推進一般管理事務 住区推進課3576 6,988 23,232 30,220 現状維持 Ａ

住区施設運営委託事務 住区推進課3580 1,969,175 81,105 2,050,280 改善・変更 Ａ

住区施設維持補修事務 住区推進課3581 78,604 11,533 90,137 現状維持 Ａ

住区施設大規模改修・開設事務 住区推進課3582 168,650 23,646 192,296 現状維持 Ａ

地域集会所運営委託事務 住区推進課3583 12,237 415 12,652 現状維持 Ｂ

協働・協創パートナー基金積立金 未・協働協創推進課6654 3,780 5,799 9,579 現状維持 Ａ

募金事務 地域調整課10277 0 5,139 5,139 現状維持

3

Ｃ

区民事務所（地域調

)

整・渉外） 地域調整課

施

10297 0 423,

施

147 423,147

策

現状維持 Ａ

孤立ゼロプ

の

ロジェクト推進事業 地

手

域調整課16392 1

段

23,557 70,5

と

05 194,062 拡

し

充 Ａ

合計１７事業 2,

て

604,353 867

位

,587 3,471,

置

940

付け



施

が業務の手法や成果を

策

意識し、自発的、持続

の

的に業務改善に取組

　

概

むように意識改革を進

要

める。

■「区民評価委

柱

員会」による区民目線

立

の提言を事業や施策に

て

反映させることで、業

1

務の改善を促進すると

1

ともに、Ｅ

　ＢＰＭ（

【

客観的な根拠に基づく

行

政策立案）の考え方に

財

基づいた区政運営を行

政

っていく。

担 当 課 名 政

】

策経営課（取りまとめ

区

）

電 話 番 号 03-38

民

80-5811 E-m

の

ail seisaku

活

@city.adac

躍

hi.tokyo.j

と

p

　全庁をあげて多種

ま

多様な主体による地域

ち

課題の解決や新たな魅

の

力の発掘を進めるため

活

、先駆的な事業に取り

力

組む所

管への関与と支

を

援を積極的に行ってい

支

く。

協働・協創
の 取 組

え

み

■【目標】16平和

る

と公平をすべての人に

行

【ターゲット】16.

財

6あらゆるレベルにお

政

いて、有効で説明責任

施

のある透明性

の高い公

策

共機関を発展させる。

群

【関連する理由】行政

名

評価を実施し、事業や

1

施策の効果を客観的に

4

高め、業務を改善
ＳＤ

戦

Ｇｓが
していくことは

略

、区民に対する説明責

的

任を果たすことにつな

か

がる。【評価】わかり

つ

やすい指標を用いて行

効

政評価を実
目指す目標

果

施したことにより、事

的

業や施策の実施効果を

な

可視化することができ

行

ている。
（ターゲッ

■

政

【目標】17パートナ

運

ーシップで目標を達成

営

しよう【ターゲット】

を

17.17効果的な公

行

的・官民・市民社会の

う

パートナ
ト）との関

ー

施

シップを推進する【関

策

連する理由】区民評価

名

委員に区民からの公募

1

による委員を採用し、

4

行政評価を実施してい

.

る
連及び評価

。【評価

1

】R4.4.1現在、

効

16名の区民評価委員

果

のうち11名が公募に

的

よる委員となっており

か

、区民とのパートナシ

つ

ップに

よるＰＤＣＡサ

効

イクルが確立できてい

率

る。

■指標１、２、４

的

、５、６は令和４年度

な

評価からの新規指標。

区

備　　　考 ■指標６に

政

ついて、研修方式を大

運

人数の座学から対象者

営

を絞ったワークショッ

の

プ形式に変更したため

推

、令和５年度か

ら最終

進

目標値を下方修正した

■

（R6＝1,200人

　

→480人　※120

Ｉ

人/年）。

ＣＴの活用により、業務の効率化と住民サービスの向上を一体的に実現することで、区政運営に対する区民満

　足度を向上させる。

■　行政評価を実施し、事業や施策の効果を客観的に測ることで、ＰＤＣＡマネジメントサイクルによる業務改善を

施策の方向 　進める。

( 目 標 )

■　令和元年度の世論調査では57.3％の方が、「区政の透明化や区民サービスの向上などの行政改革の取組みに満足

　している」と回答している。

■　業務のシステム化や外部委託の活用により、常勤職員定数は昭和57年をピークに減少を続けてきましたが、令和

　元年度において前年度比で増加に転じた。
現　　　状

■　区が実施した事業や施策について、区民公募委員と学識者で構成する「区民評価委員会」による評価を受けてい

　る。

■　区民ニーズや地域で発生する課題は、多様化しているため、単一の所管で解決していくことは困難である。既存

　のサービスの質を落とすことなく、新たな区民ニーズに応えていくためには、これまで以上に業務手法の見直しを

　進めながら、庁内の連携や区民等の協創を進める必要がある。

■　コロナ禍での「新しい生活様式」を踏まえ、区民等ができるかぎり来庁せずに安心・安全に行政手続きができる

　オンライン申請等デジタルツールの活用を拡充する必

足

要がある。
課　　　題

立

■　事業や施策の実施

区

効果や改善効果を可視

　

化するため、わかりや

令

すい指標を用いてＰＤ

和

ＣＡマネジメントサイ

５

クル

　を適切に展開す

年

る必要がある。

■　異

度

分野連携の「共通言語

施

」であるＳＤＧｓを用

策

いて、部局を超えた横

評

断的な視点で、既存サ

価

ービスの向上や新た

　

調

なサービスを創出して

書

いく。

■　ＡＩやＲＰ

(

Ａ（定型業務の自動化

令

）の導入を積極的に進

和

め、さらなる業務の効

４

率化を図る。

■　行政

年

手続のオンライン申請

度

の推進やそのハードル

事

となる押印の廃止、キ

業

ャッシュレス決済を拡

実

充させることで、

　区

施

民の利便性を向上させ

)

る。
方　　　針

■　行

1

政評価を通じて、庁内

 

各課や職員一人ひとり



合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 100 100 100
(4)

実　績　値 - - 90 94 R6 100

達　成　率 0% 0% 0% 0% 90% 90% 94% 94% -

指標名 【活動2-1】EBPMに関する職員研修を受講済みの職員数（累計）＊300人/年

定義等 区が実施するEBPMに関する職員研修を受講済みの職員数（令和3年度からの累計）
指

単　位 人 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 300 600 900
(5)

実　績　値 - - 312 596 R6 1,200

達　成　率 0% 0% 0% 0% 104% 26% 99% 50% -

指標名 【活動2-2】SDGsに関する職員研修を受講済みの職員数（累計）＊120人/年

定義等 区が実施するSDGｓに関する職員研修を受講済みの職員数（令和3年度からの累計）
指

単　位 人 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 300 240 360
(6)

実　績　値 - - 120 209 R6 480

達　成　率 0% 0% 0% 0% 40% 25% 87% 44% -

単位:千円

3 投入コスト 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

事業費 8,183,031 10,050,787

人件費 3,253,982 3,179,212

総事業費 11,437,013 13,229,999

前年比(金額) △1,979,913 1,792,986

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1】業務の効率化や区民サービスの向上に対する満足度

定義等 世論調査で「ICTを活用した業務の効率化や区民サービスの向上」に「満足」「やや満足」と回答した人の割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 59 61 63
(1)

実　績　値 - - 52 58.5 R6 65

達　成　率 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 88.1% 80.0% 95.9% 90.0% -

指標名 【活動1】オンライン申請が可能な事務手続きの数

定義等 区民等を対象とする事務手続きのうち、電子申請が可能な事務手続きの数（年度末時点における累計数）
指

単　位 事務 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 200 250 500
(2)

実　績　値 - 94 94 324 R6 694

達　成　率 0% 0% 0% 14% 47% 14% 130% 47% -

指標名 【成果2-1】区民評価委員会による重点プロジェクト事業評価結果の平均点（全体評価）

定義等 区民評価委員会が5点満点で評価した、重点プロジェクト事業の評価結果（全体評価）の平均点
指

単　位 点 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 4 4 4 4 4
(3)

実　績　値 4.18 - 3.85 - R6 4.5

達　成　率 104.5% 92.9% 0.0% 0.0% 96.3% 85.6% 0.0% 0.0% -

指標名 【成果2-2】EBPM等研修で事業の効果検証や多様な主体との連携による業務改善の重要性を理解した職員の割合

定義等 EBPMやSDGsに関する職員研修の受講者アンケートにおいて内容を理解したと認められる職員の割



ャ

修実施は見送った。そ

ッ

のため、目標値をやや

シ

下回っ

た。

2)達成状

ュ

況と原因分析を踏まえ

レ

た今後の方向性

【指標

ス

１、２】

オンライン申

端

請システムについては

末

、本人確認アプリを新

の

たなシステムに変更し

導

、キャッシュレス端末

入

と共に更なる拡充を進

を

めて

いく。令和5年度

行

には書かない窓口の実

い

現に向けた窓口DXシ

一

ステムの導入も予定し

定

ており、これらを積極

数

的にPRしていくこと

の

で、

更なる区民サービ

満

スの満足度向上を目指

足

していく。また、令和

度

4年度に引続き、各所

を

管へのヒアリングを継

得

続して行い、更なるオ

る

ンライン対応手続の増

こ

加を図っていく。

【指

と

標３】

令和4年度から

が

EBPMの考え方に基

で

づき、活動と成果の関

き

係性をより論理的に説

た

明できるよう重点プロ

。

ジェクト事業評価調書

一

を改善

したが、区民評

方

価が中止となったため

で

、令和5年度が調書変

、

更後初めての評価とな

オ

る。区民評価委員全員

ン

が評価未経験となるた

ラ

め、適切な評価が受け

イ

られるよう事前研修等

ン

において評価の手法や

申

まとめ方などをこれま

請

で以上に丁寧に説明し

シ

ていく。また、積

極的

ス

に庁内支援を行い、必

テ

要に応じて各事業の改

ム

善に係るコンサル的な

に

役割を果たしていく。

お

【指標４、５、６】

E

け

BPM研修については

る

、令和4年度の内容を

本

踏まえ、より理解しや

人

すい研修内容に努めて

確

いくことに加え、職員

認

の標準知識となれる

よ

ア

うな研修計画を作成し

プ

ていく。SDGs研修

リ

については、主任職昇

の

任選考合格者を対象と

不

した研修に加え、リコ

具

ージャパン株式会社

と

4

合

連携し、研修内容等を

等

協議・調整のうえ、S

、

DGsに関する職員の

一

意識調査結果を踏まえ

部

た職員研修を実施する

の

。意識調査の結果で

は

サ

、自分の業務とSDG

ー

sの結びつきがわから

ビ

ないという声が多いた

ス

め、好事例の紹介など

 

で

職務との関連性や業務

利

への活かし方の理解

が

用

進む形の研修実施を検

者

討する。

に対し不便

を

担

かけた面もあり、目標

当

値をやや下回った。

【

部

指標２】

オンライン申

に

請システムの本格稼働

お

に併せて、各部署への

け

手続オンライン化のヒ

る

アリングを行いつつ、

評

オンライン申請システ

価

ムの

庁内周知も継続的

（

に行った。結果、当初

部

の目標値を大きく超え

長

て手続のオンライン化

評

を実現することができ

価

た。

【指標３】

新型コ

－

ロナウイルス感染症の

１

拡大に伴い、令和４年

次

度は区民評価を中止し

評

たため実績値をとるこ

価

とができなかった。

【

）

指標４】

EBPM研修

そ

については、令和3年

の

度実施の内容を踏まえ

１

、受講者がより分かり

1

易い研修内容に変更し

)

、9割近くの受講者が

施

EBPMの考え

方を身

策

に付ける事ができた《

の

EBPMを理解した割

達

合87.7%＝理解し

成

た職員数（249）÷

状

受講職員数（284）

況

》。SDGs研修につ

と

いては、

主任職昇任選

そ

考合格者を対象に「行

の

政におけるSDGsの

原

実践」を目的としたワ

因

ークショップ形式の職

の

場研修を行った。「災

分

害」をテ

ーマにSDG

析

sの視点で各所属の課

【

題や連携等を検討する

指

ことにより、日々の業

標

務でもSDGsの手法

１

を「活用したい」と回

】

答した職員は

100％

区

であった《SDGsの

民

手法を業務に活用した

向

いと思う割合100％

け

＝「大いに活用したい

サ

」「活用したい」「少

ー

し活用したい」と答

え

ビ

た職員数（89）÷受

ス

講職員数（89）》　

と

【指標５】

令和3年度

し

に引続き、行政評価に

て

携わっている職員向け

、

にワークショップ、管

令

理職・係長級職員に動

和

画配信による座学研修

4

を実施

した。このうち

年

動画配信による座学研

度

修については、業務多

は

忙により受講できなか

、

った職員も一定数いた

オ

ため、目標値をわずか

ン

に

下回った。

【指標６

ラ

】

主任職昇任選考合格

イ

者を対象とした研修に

ン

ついては89名が受講

申

した。一方、SDGs

請

の推進に関する連携協

シ

定を締結しているリコ

ス

ージ

ャパン株式会社に

テ

よる職員研修（20～

ム

30人規模）も予定し

の

ていたが、令和5年2

本

～3月に実施したSD

格

Gsに関する職員の意

稼

識調査結果

を踏まえて

働

、研修目的や対象者を

や

精査することにしたた

キ

め、令和4年度中の研



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

<<別紙の通り>>

合計４７事業 10,050,787 3,179,212 13,229,999

3)施施策の手段として位置付け



政策 経

7

金事務 高齢医療年金課

9

3598 7,932 1

1

62,542 170,

1

474 現状維持 Ａ

審査

6

・決算事務 会計管理室

,

4011 67,773

5

33,188 100,

9

961 改善・変更 Ａ

出

4

納事務 会計管理室40

1

13 48,241 33

営

1

,188 81,429

9

現状維持 Ａ

一時借入金

,

等利子 会計管理室40

3

14 0 8,297 8,

8

297 現状維持 Ａ

選挙

5

管理委員会運営事務 選

現

挙管理委員会事務
局

4

状

190 12,316 1

維

6,594 28,91

持

0 現状維持 Ａ

選挙管理

課

Ａ

委員会事務局運営事務

世

選挙管理委員会事務
局

論

4191 1,157 1

調

9,893 21,05

査

0 現状維持 Ｂ

明るい選

事

挙推進のための常時啓

業

発事務 選挙管理委員会

区

事務
局

4192 1,5

政

47 16,594 18

情

,141 現状維持 Ｂ

監

3

報

査事務 監査事務局41

課

94 7,645 51,

3

432 59,077 現

4

状維持 Ａ

監査事務局運

4

営事務 監査事務局41

5

95 870 9,947

7

10,817 現状維持

,

Ａ

議員報酬事務 区議会

2

事務局4196 620

2

,646 5,808 6

4

3

26,454 現状維持

1

Ｂ

区議会運営事務 区議

3

会事務局4197 14

,

1,491 83,84

2

3 225,334 現状

7

維持 Ｂ

区議会事務局運

5

営事務 区議会事務局4

2

198 2,020 33

0

,188 35,208

,

現状維持 Ｂ

区民事務所

2

4

（各種証明書の発行等

9

） 地域調整課1031

8

7 0 985,248 9

改

85,248 改善・変

善

更 Ａ

区民事務所改修・

・

開設事業 地域調整課1

変

4430 53,830

更

4,149 57,97

Ａ

9 現状維持 Ｂ

中長期在

区

留者事務 戸籍住民課1

5

民

6699 327 19,

相

893 20,220 現

談

状維持 Ａ

個人番号カー

運

ド交付等事務 戸籍住民

営

課21006 513,

事

097 165,148

業

678,245 拡充 Ａ

区

戸籍住民関係一般管理

民

事務 戸籍住民課210

の

59 151,631 2

3

声

4,891 176,5

相

22 現状維持 Ａ

エリア

談

デザイン推進事業 政策

課

経営課21947 0 2

3

3,192 23,19

4

2 現状維持 Ａ

参議院議

4

員通常選挙事務 選挙管

7

理委員会事務
局

221

2

64 0 24,974 2

6

4,974 現状維持 Ａ

4

,

足立区議会議員選挙事

0

務 選挙管理委員会事務

7

局
22982 6,01

6

7 8,380 14,3

1

97 現状維持 Ａ

区議会

8

施設改修事務 区議会事

,

務局23023 7,5

1

90 830 8,420

9

現状維持 Ｂ

ICT戦略

4

推進事務 政策経営課2

,

4

3035 2,396 5

4

3,081 55,47

,

7 拡充 Ａ

合計４７事業

2

10,050,787

7

3,179,212 1

0

3,229,999

現状維持

一 5

Ａ

情報シ

別紙

3)施策の

ス

手段として位置付けら

テ

れる事務事業の評価結

ム

果
事務事業 施策への

事

の

務事業名 事業費 人件費

構

総事業費 課長評価 担当

築

課コ ー ド 貢献度

3

、改造事業 情報システ

5

ム課3448 1,93

4

5,535 127,7

9

54 2,063,28

,

9 拡充 Ａ

電子計算組織

7

管理運営事務 情報シス

8

テム課3449 5,9

2

53,126 84,7

8

95 6,037,92

般 4

1 現状維持 Ａ

東京電子

,

自治体共同運営事務 情

3

報システム課3450

1

13,713 4,14

7

9 17,862 現状維

現

持 Ａ

総務一般管理事務

状

総務課3455 15,

維

642 33,188 4

持

8,830 現状維持 Ａ

Ａ

特別区自治体総合賠償

管

行

責任保険費用負担事務

政

総務課3456 15,

評

864 2,074 17

価

,938 現状維持 Ａ

各

事

種協議会等分担費用負

務

担事務 総務課3458

政

4,533 2,074

策

6,607 現状維持 Ａ

経

文書管理事務 総務課3

営

461 48,834 3

理

課

7,337 86,17

3

1 現状維持 Ａ

庁内印刷

4

事務 総務課3462 4

2

6,097 7,448

6

53,545 改善・変

4

更 Ａ

統計調査事務 総務

2

課3463 549 16

9

,594 17,143

2

現状維持 Ｂ

基幹統計事

4

務 総務課3464 7,

事

,

013 43,168 5

8

0,181 現状維持 Ａ

9

車両管理事務 総務課3

1

467 47,042 2

2

1,493 68,53

5

5 改善・変更 Ｂ

法規事

,

務 総務課3468 22

3

,224 61,378

2

83,602 現状維持

0

Ａ

秘書一般管理事務 秘

務

改

書課3469 604 2

善

8,190 28,79

・

4 現状維持 Ａ

区長交際

変

費 秘書課3470 15

更

0 8,297 8,44

Ａ

7 現状維持 Ｂ

契約管理

コ

事務 契約課3520 2

ー

,419 159,24

ル

3 161,662 改善

セ

・変更 Ａ

区民事務所管

政

ン

理運営事務 地域調整課

タ

3561 56,484

ー

22,475 78,9

事

59 現状維持 Ａ

区民事

業

務所維持補修事務 地域

区

調整課3562 1,9

民

35 4,149 6,0

の

84 現状維持 Ｂ

戸籍整

声

備事務 戸籍住民課35

相

71 7,474 247

策

談

,013 254,48

課

7 改善・変更 Ａ

住民基

3

本台帳事務 戸籍住民課

4

3573 41,841

4

333,084 374

4

,925 現状維持 Ａ

住

1

居表示事務 戸籍住民課

0

3574 12,128

2

28,273 40,4

,

01 現状維持 Ａ

国民年



施

管理職選考意欲向上を

策

図るとともに管理職試

の

験を受験しやすい環境

概

を整えていく。

担 当 課

要

名 人事課（取りまとめ

柱

）

電 話 番 号 03-38

立

80-5831 E-m

て

ail jinji@c

1

ity.adachi

1

.tokyo.jp

　

【

職場研修（ＯＪＴ）は

行

各所属、複線型人事は

財

専門性の高い職員育成

政

が必要な所属と協働で

】

取り組んでいる。

協働

区

・協創
の 取 組 み

　職員

民

として区民の方々との

の

接遇を行うにあたり、

活

性の多様性について、

躍

正しい理解と適切な接

と

客・接遇のスキルを

身

ま

に付け、ジェンダーレ

ち

ス社会の実現を目指す

の

。また、女性が能力を

活

十分に発揮して活躍で

力

きるようにするため、

を

あ
ＳＤＧｓが

らゆるレ

支

ベルの意思決定におい

え

て女性の平等な参画と

る

リーダーシップの機会

行

の確保を目指す。
目指

財

す目標
（ターゲッ
ト）

政

との関
連及び評価

備　

施

　　考

策 群 名 14 戦略的かつ効果的な行政運営を行う

施 策 名 14.2 戦略的な人事管理・組織運営の推進

■ 職員の事故・ミスを防ぐために、ミス防止等各種研修を実施するとともに、組織的な改善活動を強化していく。

■ 職員の健康維持増進に取組むために、健診結果に基づく個別指導等を実施し、職場環境の改善につなげていく。

■ 管理・監督者総数に占める女性職員の割合を増やしていくために、女性の管理職選考受験の意欲向上を図る。

施策の方向
( 目 標 )

■ 公務員倫理研修の実施や、内部統制によるリスク管理の強化により、職員による不正の抑止や事故・ミスの低減

を図っている。

■ 職員が健康維持増進に取組むよう、糖尿病予防・血圧などの健康管理講演会や個別指導を実施している。

■ 女性の管理職選考受験意欲の向上を図るため、女性管理職による「働き方講座」を実施している。
現　　　状

■ 職員の懲戒処分や、重大な事故・ミスの発生により、区政の信頼を揺るがす事態となっているため、職員の倫理

意識の徹底を図るとともに、事故・ミスの再発防止に職員一丸となって徹底的に取組んでいく必要がある。

■ 職員の健診結果において「要経過観察」となった職員に対して、「異常なし」の結果に改善するよう個別指導を

強化していく必要がある。

■ 令和元年度における管理・監督者総数に占める女性割合は32.6％で、今後さらなる受験環境の整備を進める

足

とと
課　　　題

もに、

立

女性係長の配置が少な

区

い部署への配置を増や

　

していく必要がある。

令

■ 全職員を対象とし

和

た公務員倫理研修や、

５

研修推進員（各課庶務

年

担当係長）を対象とし

度

たミス防止研修などの

施

各種

研修を継続的に実

策

施するとともに、ミス

評

防止研修における問題

価

演習を通じて職員の理

調

解度を深め、行動変容

書

につなげ

ていく。

■ 

(

職員の健康管理につい

令

て、健診結果に基づく

和

個別指導、健康管理講

４

演会の開催により健康

年

意識を高め、職員の健

度

康維持増進に取組む。

事

方　　　針
■ 管理・

業

監督者昇任への不安を

実

払拭するため、女性管

施

理職による「働き方講

)

座」の引き続きの実施

1

や係長級昇任研

修等を

 

実施していき、女性の



合

定義等 管理・監督者総数に占める女性割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 32 33 32
(5)

実　績　値 32.6 31.3 30.2 29.5 R6 35

達　成　率 0% 93% 0% 89% 94% 86% 89% 84% -

指標名 女性管理職の「働き方講座」、係長級昇任研修やキャリアデザイン研修等の実施回数

定義等 女性管理職による「働き方講座」の実施、係長級昇任研修やキャリアデザイン研修等の実施回数
指

単　位 回 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 16 16 16
(6)

実　績　値 8 10 16 15 R6 16

達　成　率 0% 50% 0% 63% 100% 100% 94% 94% -

単位:千円

3 投入コスト 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

事業費 396,424 390,121

人件費 377,216 388,178

総事業費 773,640 778,299

前年比(金額) 10,189 4,659

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 事故・ミス・懲戒処分の件数

定義等 職員の事故・ミス・懲戒処分の件数　※低減目標
指

単　位 件 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 125 115 132
(1)

実　績　値 146 138 155 165 R6 99

達　成　率 0% 68% 0% 72% 81% 64% 70% 60% -

指標名 ミス防止研修、公務員倫理研修等の実施回数

定義等 職員に対するミス防止研修、公務員倫理研修等の実施回数
指

単　位 回 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 29 28 29
(2)

実　績　値 13 26 39 32 R6 32

達　成　率 0% 41% 0% 81% 134% 122% 114% 100% -

指標名 健康診断において「異常なし」と判定された職員の割合

定義等 健康診断の結果、要治療・要精密検査・経過観察等５種類のうち、異常なし・軽度異常と判定された職員の割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 30 32 35
(3)

実　績　値 26.9 29 31.3 34.2 R6 29.5

達　成　率 0% 91% 0% 98% 104% 106% 107% 116% -

指標名 健診結果に基づく個別指導等実施回数

定義等 健康診断の結果、経過観察・要精密検査・要治療と判定され支援を必要とする職員に個別に指導した回数
指

単　位 回 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 830 850 800
(4)

実　績　値 1,998 811 832 726 R6 2,200

達　成　率 0% 91% 0% 37% 100% 38% 85% 33% -

指標名 管理・監督者の女性割



故

を図り、働きやす

い職

・

場環境を整備すること

ミ

で、職員全体の昇任意

ス

欲の向上に努めていく

の

。

【指標６】各職層研

発

修を充実させるほか、

生

日常業務において、管

の

理職から若手職員へ直

水

接の声掛けを実施する

準

よう促し、昇任への

不

が

安の払拭に努めるとと

高

もに、昇任意欲の醸成

い

に繋がるよう取り組ん

中

でいく。

、個

人情報の漏洩及び印刷物等の誤植などの事故が減少する以上に、公用車の事故や収入・支出に関す

4

る事故が増えてしまっ

 

たことが

原因として挙

担

げられる。

　※令和３

当

年度実績値を修正　1

部

54→155

【指標２

に

】令和３年度単年実施

お

の研修実績値は下がっ

け

たが、コロナ禍でも動

る

画研修などの代替措置

評

を講じることで、目標

価

としてい

た研修回数を

（

実施することができた

部

。

　※令和３年度実績

長

値を修正　29→39

評

【指標３】健康診断で

価

「異常なし」「軽度異

－

常」と判定された職員

１

が増えたことで令和３

次

年度よりも実績値が増

評

加し、目標値を達

成し

価

た。

【指標４】新型コ

）

ロナウイルス感染症拡

そ

大の影響により、令和

の

４年度も健康教室の開

１

催時に行っていた個別

1

指導が実施できなかっ

)

たため、目標値を下回

施

った。

【指標５】係長

策

職の女性職員数は令和

の

３年度より増加したが

達

、男性職員数の増加の

成

方が大きかったため、

状

総数に占める割合とし

況

て

は令和３年度を下回

と

る実績値となった。

【

そ

指標６】管理職Ⅱ類選

の

考対象者向けの講座が

原

希望無しで未実施とな

因

ったため、令和３年度

の

を下回る実績値となっ

分

た。

2)達成状況と原

析

因分析を踏まえた今後

【

の方向性

【指標１】増

指

加傾向にある公用車の

標

事故や収入・支出に関

１

する事故について、重

】

点的に注意喚起してい

事

くとともに、減少傾向

故

にあ

る個人情報関連や

・

印刷物の誤植に関して

ミ

も、一層減少するよう

ス

、研修の実施やチェッ

・

ク等の取組強化を集中

懲

して行う期間の設定な

戒

ど、事故・ミス防止の

処

取組みを全庁的に行っ

分

ていく。

【指標２】指

の

標に対しての目標値は

件

達成しているものの、

数

依然として事故・ミス

に

などの件数は多い状況

つ

が続いているため、引

い

き続

き有効な研修を計

て

画し、実行していく。

は

【指標３】今後も、健

、

康診断の結果が「要治

目

療」「要精密検査」と

標

なった職員に対し、治

を

療や検査を受けるよう

達

勧奨を行い、職員

の健

成

康増進に努める。

【指

す

標４】新型コロナウイ

る

ルス感染症が令和５年

こ

５月８日から感染症法

と

の５類相当に変更にな

が

ることにより、令和５

で

年度は感染症

対策を行

き

いながら、健康教室や

な

個別指導を実施する。

か

【指標５】女性が育児

っ

・介護事情により昇任

た

を躊躇することがない

。

ように、全庁的に個々

事

の多様な働き方の理解



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

特別区人事・厚生事務組合費用負担事務 人事課3471 82,060 830 82,890 現状維持 Ｂ

人事管理事務 人事課3473 24,457 148,516 172,973 現状維持 Ａ

職員研修事業 人事課3475 23,800 57,166 80,966 改善・変更 Ａ

東京都教職員互助組合費用負担事務 人事課3477 257 3,319 3,576 現状維持 Ｃ

東京都職員共済組合業務経理費用負担事務 人事課3478 39,058 16,594 55,652 現状維持 Ｃ

東京都職員共済組合事務従事職員給与費負担事務 人事課3479 38,548 4,149 42,697 現状維持 Ｃ

職員寮の管理運営事務 人事課3481 1,844 5,808 7,652 現状維持 Ｃ

職員施設維持補修事務 人事課3482 384 2,489 2,873 現状維持 Ｃ

足立区職員互助会費用助成事務 人事課3483 24,400 11,596 35,996 改善・変更 Ｂ

東京都人材支援事業団費用交付事務 人事課3485 7 830 837 現状維持 Ｃ

会計年度任用職員の報酬 人事課3488 0 25,721 25,721 現状維持 Ａ

給与関係事務 人事課3489 219 61,378 61,597 現状維持 Ａ

職員の公務災害補償事務 人事課3515 494 2,074 2,568 現状維持 Ｂ

地方公務員災害補償費用負担事務 人事課3517 52,358 7,052 59,410 現状維持 Ｂ

職員の健康管理事務 人事課3518 94,197 16,594 110,791 改善・変更 Ａ

職員の安全衛生教育事務 人事課3519 295 6,638 6,9

3

33 改善・変更 Ｂ

コン

)

プライアンス推進事業

施

総務課8119 7,6

施

53 8,297 15,

策

950 現状維持 Ｂ

内部

の

統制事務 総務課219

手

05 0 8,297 8,

段

297 現状維持 Ａ

人権

と

意識向上事務 人事課2

し

2060 90 830 9

て

20 現状維持 Ａ

合計１

位

９事業 390,121

置

388,178 778

付

,299

け



施

3880-5803 E

策

-mail city-

の

pro@city.a

概

dachi.toky

要

o.jp

　庁内各所管

柱

、区内企業、団体、鉄

立

道事業者、駅前大型商

て

業施設

協働・協創
の 取

1

組 み

【目標】

　17 

1

パートナーシップで目

【

標を達成しよう
ＳＤＧ

行

ｓが
【ターゲット】

目

財

指す目標
　効果的な公

政

的・官民・市民社会の

】

パートナーシップを推

区

進する
（ターゲッ

【関

民

連する理由】
ト）との

の

関
　区のイメージアッ

活

プを図るには、行政だ

躍

けでなく、区民、企業

と

、団体・組織等との連

ま

携による地域課題の解

ち

決やま
連及び評価

　ち

の

の魅力創出・発掘が不

活

可欠であるため。

 

備

力

　　　考

を支える行財政

施 策 群 名 15 区のイメージを高め、選ばれるまちになる

施 策 名 15.1 魅力の発掘・創出とプラスイメージへの転換

　足立区の魅力の発掘に努めるとともに、その魅力を効果的に活用し、情報発信することで、足立区のイメージアッ

プを図る。

施策の方向
( 目 標 )

　区の重要施策の事業展開支援や、事業課が制作するポスターやチラシを「伝わる広報物」にするために、専管組織

による区職員等を対象としたワークショップや、日々の制作・デザイン支援に取組んできた。今ある資源を磨き、効

果的に発信する取組みを進めてきたが、今後も、創りあげた事業や成果を一過性で終わらせない、地域に根をおろし

た企画に育てていくことや、駅前商業施設や鉄道事業者等、多様な共同企画者との連携を強化し、区だけではできな
現　　　状

い新しいプロモーション戦略を進めていく必要がある。

■ 区に注目が集まっている好機を捉え、これまで築き上げてきた多様な主体との「つながり」を生かしながら、マ

イナスイメージからの完全脱却とプラスイメージへの転換を図るプロモーションをさらに展開する必要がある。

■ 高まってきた「区を誇りに思う気持ち」を「まちへの関わり」につなげ、「区民参画総量」を増やすことによ

り、オール足立でイメージアップ戦略を進める必要がある。
課　　　題

■ ボトルネック的課題のさらなる改善や、新たな魅力の発掘・創造を進めるとともに、様々な

足

媒体を活用した戦略

的

立

な情報発信を質・量と

区

もに充実させることに

　

より区内外からの評価

令

を高め、マイナスイメ

和

ージからプラスイメー

５

ジ

への転換を確かなも

年

のとする。

■ 区民の

度

「共感・参加」につな

施

がる情報発信や、区民

策

が集い、活動やつなが

評

りが生まれる場の創出

価

に全庁が総力を
方　　

調

　針
あげて取組むこと

書

により、区を良くする

(

ための行動（※）に自

令

ら取組む区民を増やし

和

ていく。

（※）ここで

４

の「行動」とは、団体

年

や組織の一員として積

度

極的にまちに関わるこ

事

とにとどまらず、家の

業

前を掃く、落

ちていた

実

ごみを拾うなど、まち

施

のために行う小さな行

)

動も含む。

担 当 課 名 シ

1

ティプロモ課（取りま

 

とめ）

電 話 番 号 03-



- 80 80 80
(5)

実　績　値 - - 36 44 R6 120

達　成　率 0% 0% 0% 0% 45% 30% 55% 37% -

指標名

定義等
指

単　位 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R6

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

事業費 86,381 154,526

人件費 61,096 58,830

総事業費 147,477 213,356

前年比(金額) 54,365 65,879

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 足立区に「誇り」をもつ区民の割合

定義等 世論調査
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 54 55 56 57 58.5
(1)

実　績　値 52.6 53.4 45.6 42.5 R6 60

達　成　率 97% 88% 97% 89% 81% 76% 75% 71% -

指標名 足立区を良いまちにするために何かしたいと思う区民の割合

定義等 世論調査
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 56 58
(2)

実　績　値 52.8 54 51.7 48.1 R6 60

達　成　率 0% 88% 0% 90% 0% 86% 86% 80% -

指標名 体感治安が「良い」と感じる区民の割合【施策⑤-4の再掲】

定義等 世論調査
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 58 60 62 63 65
(3)

実　績　値 58.3 61.6 62.7 64.5 R6 65.6

達　成　率 101% 89% 103% 94% 101% 96% 102% 98% -

指標名 「区のイメージアップにつながる情報」の日刊紙における掲載件数

定義等 区のイメージアップにつながる情報の日刊紙における掲載件数
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 160 230
(4)

実　績　値 195 175 155 223 R6 200

達　成　率 0% 98% 0% 88% 0% 78% 139% 112% -

指標名 協創プラットフォームに参加している団体数【施策⑬-1の再掲】

定義等 協創プラットフォーム参加団体数
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 -



年

た、庁内外におけるプ

連

ラスイメージ創出に向

続

けた取組みの推進、そ

で

して区外からの評価を

減

高める企画を仕掛けて

少

いくことにより、

区民

し

のまちに対するプラス

て

の気持ちを高めていく

い

。

【指標２】区民参画

る

総量を増やしていくた

。

め、企業や区民、団体

ま

の取り組みをサポート

た

し、様々なステークホ

、

ルダーをつなぐコー

デ

「

ィネートを積極的に行

愛

っていくとともに、区

着

職員のスキル向上に資

を

する取り組みを一層強

も

化していく。

【指標３

っ

】（施策5-4【指標

て

1】の再掲）感染拡大

い

防止対策に伴う各種イ

る

ベントの中止等により

」

、警察署が行うイベン

は

トに啓発物品

を提供す

、

るなど代替手段を講じ

前

たが、感染状況の変化

年

等による人流の増加も

度

伴い、刑法犯認知件数

よ

が前年から452件増

り

加し、3,664

件に

3

なった。しかしながら

.

、体感治安が「良い」

2

と感じる人の割合が6

ポ

4.5％と過去最大を

イ

更新するとともに、日

ン

常活動から気軽に

始め

ト

られる「ながら見守り

下

」の登録者数も増加し

回

ている点から、地域防

っ

犯活動や区民の意識啓

た

発に働きかけを行うこ

も

とができた。

今後は「

の

見せる防犯」を意識し

の

、各種施策を推進して

、

いくとともに、広報や

依

SNS等で積極的に発

然

信し、体感治安のさら

と

なる向上及

び刑法犯認

し

知件数の減少に取り組

て

んでいく。

【指標４】

7

今後とも庁内や地域の

割

ニュース性が高い情報

を

を積極的に収集し、適

超

切なタイミングで情報

え

提供していく。また、

て

区外の

イメージアップ

お

を図るため、Web媒

り

体を活用し情報を拡散

高

していく。

【指標５】

4

い

（施策13-1【指標

水

6】の再掲）多様な媒

準

体を活用し、分かりや

に

すい協創の活動事例を

あ

通じて協創の理解促進

る

を図り、区

民や企業な

。

どがゆるやかに繋がり

そ

、それぞれができるこ

の

とを実践することで、

ほ

協創による地域課題の

 

か

解決や新たな魅力の創

「

出を実

現する。

人に勧めたい」

割

担

合も前年度を2.8ポ

当

イント下回っている。

部

一方、いずれの項目も

に

【そう思わない】割合

お

は減少しており、【分

け

からない・無回答

】が

る

増加している。コロナ

評

禍の影響による一過性

価

のものと考えられるが

（

、今後の動向を注視し

部

ていく必要がある。

【

長

指標２】区民参画総量

評

を図る「足立区をよい

価

まちにするための活動

－

をしている人に共感す

１

る(70.7%)」「

次

足立区をよいまちにす

評

るために何かしたい(

価

48.1%)」区民の

）

割合は、前回に比べ約

そ

3ポイント減少した。

の

区に対する気持ちと同

１

様に【そう思わない】

1

は減

少、【分からない

)

・無回答】割合が増加

施

した。また「よいまち

策

にするために実際行動

の

した(25.1%)」

達

割合も約5ポイント減

成

少。長引

くコロナ禍に

状

より、まちや他者へ関

況

心を向ける機会が少な

と

くなっていることなど

そ

が一因として推察され

の

る。

【指標３】（施策

原

5-4【指標1】の再

因

掲）令和4年の刑法犯

の

認知件数は、前年から

分

452件増加し3,6

析

64件になったものの

【

、警察署との

連携によ

指

り、体感治安が前年比

標

1.8ポイント増加し

１

64.5％と過去最大

】

を更新した。

【指標４

「

】コロナの感染状況の

足

収束により、行政事業

立

や地域活動が活発化し

区

たこと、また、社会情

に

勢等を考慮した効果的

誇

なタイミ

ングでリリー

り

スしたことで、新聞等

を

に多く掲載されたと考

持

えられる。

【指標５】

つ

（施策13-1【指標

区

6】の再掲）ＮＰＯ交

民

流会や子ども食堂・フ

の

ードパントリー交流会

割

などの開催により、団

合

体同士の情

報共有や意

」

見交換を行い、また活

は

動分野の異なる団体の

4

参加により、横の繋が

2

りを創ることができた

.

が、事業化には繋がら

5

なかっ

た。コロナ禍に

％

よる様々な制約も要因

と

の一つとして考えられ

な

る。

2)達成状況と原

り

因分析を踏まえた今後

、

の方向性

【指標１】「

令

誇り」「愛着」「勧め

和

たい」と思う区民の割

2

合がいずれも２年連続

年

で減少となっているこ

度

とに留意し、地域別・

を

年齢

別の傾向や回答を

ピ

分析するとともに、ア

ー

フターコロナで様々な

ク

活動が展開されること

に

による今後の推移をみ

2

ていく必要がある。ま



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

足立区観光交流協会助成事務 産業振興課3619 121,059 3,319 124,378 現状維持 Ｂ

提携都市交流促進事業 産業振興課3620 0 830 830 現状維持 Ｂ

シティプロモーション事業 シティプロモ課11273 33,467 54,681 88,148 拡充 Ａ

合計３事業 154,526 58,830 213,356

3)施施策の手段として位置付け



施

や手

　法を駆使して積

策

極的に情報発信するこ

の

とで、区民が必要なと

概

きに必要とする情報を

要

入手できる環境を整え

柱

ていく。

■　報道広報

立

課・シティプロモーシ

て

ョン課主催のワークシ

1

ョップや日々の広報物

1

制作サポート等により

【

、情報発信に

　対する

行

職員の意識を高めると

財

ともに、企画力、デザ

政

イン力を向上させつつ

】

、課題把握と解決、検

区

証を繰り返しなが
方　

民

　　針
　ら、区政透明

の

度をさらに向上させて

活

いく。

担 当 課 名 報道広

躍

報課（取りまとめ）

電

と

話 番 号 03-3880

ま

-5815 E-mai

ち

l kouhou@ci

の

ty.adachi.

活

tokyo.jp

　広

力

報において、根強い需

を

要のある広報紙やチラ

支

シ・ポスターを活用す

え

るとともに、需要が高

る

まっているホームペー

行

ジ、ＳＮＳなどを活用

財

して区の魅力を発信し

政

、区に対する愛着や誇

施

りを高め、区をよりよ

策

くするために何かした

群

いと

思える区民の増加

名

を目指していく。

協働

1

・協創 　広聴において

5

は、世論調査や区政モ

区

ニター、区民の声など

の

により区民の要望を把

イ

握し、事業へ反映させ

メ

ることで、

の 取 組 み 区

ー

民の区政参画意識を高

ジ

めることに繋げていく

を

。

【目標】16平和と

高

公正をすべての人に【

め

ターゲット】16.6

、

あらゆるレベルにおい

選

て、有効で説明責任の

ば

ある透明性の

高い公共

れ

機関を発展させる。【

る

関連する理由】区の情

ま

報を積極的かつスピー

ち

ディーに発信していく

に

ことは、区政情報
ＳＤ

な

Ｇｓが
の透明化を高め

る

ることにつながる。【

施

評価】区に関する情報

策

をプラスの情報やマイ

名

ナスの情報をトリアー

1

ジせずに発
目指す目標

5

信することで、区の情

.

報発信に関する満足度

2

を向上することができ

効

た。引き続き、紙媒体

果

・電子媒体の双方を活

的

用し
（ターゲッ

て積極

な

的な情報発信を行って

情

いく。
ト）との関
連及

報

び評価

備　　　考

発信と区政情報の透明化

■　区政情報を透明化し区民との信頼関係を高めるために、様々な情報発信媒体を効果的かつ戦略的に活用して、区

　民の誰もが必要なときに必要な情報を得られる広報・広聴活動を展開する。

■　情報提供に関する区民満足度を向上させ、区が実施する各種事業の効果を高めるために、区の魅力や重点事業等

施策の方向 　をタイムリーかつ的確に発信することの重要性を理解し、区民に「伝わり・届く」情報を積極的に発信することの

( 目 標 ) 　できる職員を育成する。

■　区にプラスの印象を与える情報とマイナスの印象を与える情報を、選別することなく積極的かつ迅速に発信する

　ことで、区政の透明度と区政への信頼を高めている。

■　継続した全庁の情報発信力強化の取組みにより、令和元年度の世論調査結果では「必要なときに必要とする情報

　が得られている」区民の割合が７割を超えている。
現　　　状

■　令和４年度の「区民の声」の受付件数は2,771件（前年度比-606件/-17.9％）で、受付日から平均4.4日（土曜・

　日曜を含む）で回答している。

■　世論調査で「区の情報が得られない」と回答した理由に「情報が探しにくい」ことをあげる区民が多いため、区

　民の誰もが、欲しいと思う情報に迷わず早くたどり着けるように、情報の探しや

足

すさや見つけやすさを

立

向上させる

　必要があ

区

る。

■　世論調査結果

　

において、インターネ

令

ット（ホームページ・

和

A-メール・SNS等

５

）が情報の入手手段と

年

して広報紙に

　次ぐ第

度

２位となり、電子媒体

施

による情報発信がこれ

策

まで以上に求められて

評

いる。
課　　　題

■　

価

紙媒体と電子媒体の双

調

方を効果的かつ戦略的

書

に組み合わせ、区の情

(

報をさらに「広く・早

令

く・正確に」伝えてい

和

　く必要がある。

■　

４

チラシやポスター、ホ

年

ームページの記事など

度

、情報の内容が明確に

事

分かる見出しやレイア

業

ウトを工夫し、誰に　

実

　とっても見つけやす

施

い情報を発信するとと

)

もに、技術の進歩や区

1

民ニーズの変化を見極

 

めながら、様々な媒体



べ人数（累計）

定義等 報道広報課・シティプロモーション課が主催するロジック研修やチラシ等の作成技術を学ぶワークショップ等の参加人数
指

単　位 人 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 1,300 1,550
(5)

実　績　値 400 686 979 1,277 R6 1,100

達　成　率 0% 36% 0% 62% 0% 89% 98% 116% -

指標名 ポスター・チラシ等の作成支援延べ件数（累計）

定義等 広報物等の制作支援、及び、各所管事業や民間企業・団体・区民活動のサポート・コーディネート件数
指

単　位 件 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 2,630 2,630
(6)

実　績　値 571 1,014 1,529 2,092 R6 3,000

達　成　率 0% 19% 0% 34% 0% 51% 80% 70% -

単位:千円

3 投入コスト 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

事業費 206,267 230,507

人件費 183,717 175,758

総事業費 389,984 406,265

前年比(金額) 284,789 16,281

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 区の情報提供に「満足している」区民の割合

定義等 世論調査で区の「情報提供」に「満足」と答えた区民の割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 78 78
(1)

実　績　値 65.3 76.1 76.9 78.4 R6 75

達　成　率 0% 87% 0% 101% 0% 103% 101% 105% -

指標名 「必要なときに必要とする情報が得られない」と答えた区民の割合　※低減目標

定義等 世論調査で「必要なときに必要とする情報」が「得られない」区民の割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 10 9
(2)

実　績　値 11.7 12.5 10.6 10.8 R6 8

達　成　率 0% 68% 0% 64% 0% 75% 93% 74% -

指標名 ツイッター・フェイスブックでの情報発信件数

定義等 ツイッター・フェイスブックでの合計投稿件数
指

単　位 件 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 4,000 4,000
(3)

実　績　値 3,655 3,802 5,012 5,057 R6 4,000

達　成　率 0% 91% 0% 95% 0% 125% 126% 126% -

指標名 「区民の声」の対応日数

定義等 受付から回答までに要した日数の平均値（受付日を１日目とし土日も含める。）
指

単　位 日 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 6.3 5 5 5 5
(4)

実　績　値 4 5 5.9 4.4 R6 4

達　成　率 158% 100% 100% 80% 85% 68% 114% 91% -

指標名 職員等を対象としたワークショップ等の参加延



化

分析を踏まえた今後の

し

方向性

【指標①】

　区

て

民の満足度を向上させ

い

るためには、あだち広

く

報やホームページ、S

新

NSなど、区が保有す

型

るさまざまな媒体を活

コ

用して発信し、

区民が

ロ

必要とするときに情報

ナ

を取得できるようにす

ウ

ることが必要と考えら

イ

れる。区の情報の入手

ル

手段として最も割合の

ス

高いあだち

広報での発

感

信をこれまでと同様に

染

重視していくとともに

症

、今後も需要が高まっ

に

ていくと思われるホー

関

ムページやSNSでの

す

情報発信

についても注

る

力し、正しい情報を迅

情

速に発信していく。

【

報

指標②】

　「必要なと

を

きに必要とする情報が

随

得られない」とする理

時

由のうち「情報が探し

発

にくい」と答えた区民

信

の割合は3割を超えて

し

お

り、依然として高い

た

傾向にある。情報を探

こ

しやすくするためには

と

、紙媒体・電子媒体の

や

双方において、必要な

、

情報を広くわかりや

す

区

く発信していくことが

制

重要と考えられる。紙

9

媒体においては引き続

0

き正確な情報を発信し

周

、電子媒体においては

年

特に機能を拡張

したL

記

INEを重点的に、こ

念

れまで区の情報を取得

と

していなかった層にも

し

情報が届くようタイム

て

リーな情報を発信して

あ

いく。

【指標③】

　継

だ

続して研修を実施して

ち

きたことで多くの職員

広

の情報発信に対する意

報

識が高まり、その成果

に

がツイッターやフェイ

お

スブックの件

数増に繋

い

がっている。引き続き

て

、研修や課題調査を実

写

施し、各課の職員に情

真

報発信の重要性に対す

で

る理解が深まるよう取

足

り組み、

達成率の向上

立

を目指していく。

【指

区

標④】

　区民の声は、

4

の

国や東京都の新たな施

9

策や補助金等の実施に

0

よるマスコミ報道によ

年

り急激に増加すること

を

がある。新型コロナウ

振

イ

ルス感染症に関連す

り

る声は大きく減少して

返

いるが、区民の声の受

る

付件数は、そこまで減

特

少しておらず、今後も

 

集

引き続き高い水準で

推

を

移することが見込まれ

掲

る。

 目標値について

載

は、今後の受付件数の

し

推移を考慮しながら、

、

見直しを図る必要があ

区

る。

【指標⑤】

　報道

民

広報課及びシティプロ

の

モーション課主催で、

方

職員の情報発信に関す

担

か

るテクニックや意識を

ら

向上させる研修を実施

お

することに

より、区民

借

に「伝わる」情報発信

り

に繋がっている。現在

し

行っている研修につい

た

て多くの職員が受講済

写

であるため、さらなる

真

スキル

アップを目指し

を

、従来の研修に加え職

当

パ

員ニーズを踏まえた、

ネ

新たな研修・ワークシ

ル

ョップの実施を検討し

に

ていく。

【指標⑥】

　

し

今後も引き続き積極的

て

に広報物の作成支援や

図

事業のブラッシュアッ

書

プ、各所管課と企業や

館

団体とのコーディネー

等

トなどを通じ

て、コロ

部

で

ナ禍で活動を休止した

の

り、疎遠となってしま

巡

ったりした企業や区民

回

、団体との関係を結び

展

直す役割を担っていく

示

。

を行った

に

ことなど、区民の関心

お

が高いことや興味を引

け

くことを発信したこと

る

で

成果を達成すること

評

ができたと考えられる

価

。

【指標②】

　前年比

（

0.2ポイント増とな

部

ったが、10％台をキ

長

ープすることができた

評

。区が持つツイッター

価

やフェイスブック等の

－

発信媒体を活

用して発

１

信数を増やしてきたこ

次

とや、Yahoo!J

評

APANのサービスを

価

通じて災害等の情報や

）

広報紙発行のお知らせ

そ

の配信を開始するこ

と

の

で情報提供の場を増や

１

したことが、区民が情

1

報を取得しやすい環境

)

を整えることに繋がり

施

、結果に反映されたと

策

考える。

【指標③】

　

の

5,057件となり、

達

前年度の実績、目標値

成

を上回った。外部講師

状

を招いた研修を継続し

況

て実施し職員における

と

研修受講者が増えた

こ

そ

とで、各課での投稿意

の

識が向上していること

原

が全庁の発信件数の増

因

加に繋がったと考えら

の

れる。

【指標④】

　新

分

型コロナウイルス感染

析

症の影響により増加し

【

ていた区民の声の受付

指

件数は、昨年度より減

標

少しているものの、コ

①

ロナ禍以前の

2,00

】

0件よりも多い2,7

　

71件（3月末現在）

前

である。

　回答まで日

年

数を要する場合につい

比

ては、速やかに申出者

1

へ回答が遅れる旨の連

.

絡を行うなど、適切な

5

初期対応を行ってきた

ポ

こと

により、対応日数

イ

の実績値は4.4日（

ン

3月末現在）であり、

ト

目標値を達成すること

増

ができた。

【指標⑤】

と

　298名の職員が研

な

修やワークショップを

り

受講し、前年を5名上

、

回った。今年度から報

令

道広報課主催のホーム

和

ページ作成に関する研

6

修について、対象を担

年

当者に加えて希望者に

度

広げたため、受講人数

の

が前年度に比べ増加し

目

、達成率の向上に繋が

標

ったと考えられ

る。

【

値

指標⑥】

　区制90周

を

年事業や新規の事業や

大

制度の周知などに関す

き

る相談などが多く、前

く

年度に比べて48件増

上

加した。また、各所管

回

事業や民

間企業・団体

っ

・区民活動のサポート

た

では、コロナ禍での企

。

画を検討する案件が増

日

えたことなどにより、

々

前年の件数を上回った

変

。

2)達成状況と原因



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

「あだち広報」製作等運営事業 報道広報課3440 217,306 101,081 318,387 現状維持 Ａ

情報公開・個人情報保護制度運営事務 区政情報課3442 4,796 24,891 29,687 改善・変更 Ａ

区政資料室運営事業 区政情報課3443 4,086 21,513 25,599 現状維持 Ｂ

報道事務 報道広報課6855 4,319 28,273 32,592 現状維持 Ａ

合計４事業 230,507 175,758 406,265

3)施施策の手段として位置付け



施

し、翌年度以降の事業

策

へ反映を図っている。

の

協働・協創
の 取 組 み

必

概

要に応じて特別区債発

要

行による資金調達を行

柱

い、将来にわたり安定

立

した財政運営を目指す

て

という点において、S

1

DGs

ターゲット17

1

.14と関連している

【

。近年は、特別区税や

行

財政調整交付金等の収

財

入状況を鑑み、特別区

政

債の発行額を必
ＳＤＧ

】

ｓが
要最小限に抑える

区

ことで、将来負担の軽

民

減につなげている。引

の

き続き、次世代につな

活

げる健全な財政運営を

躍

図ってい
目指す目標

く

と

。
（ターゲッ
ト）との

ま

関
連及び評価

備　　　

ち

考

の活力を支える行財政

施 策 群 名 16 次世代につなげる健全な財政運営を行う

施 策 名 16.1 将来にわたり安定した財政運営の推進

■　経済情勢の変動による財源不足や災害発生による緊急な支出が必要となった場合に対応できる柔軟な財政運営を

　　行う。

■　将来負担と財政収支のバランスがとれた持続可能な財政運営を進める。

施策の方向
( 目 標 )

■　財政の弾力性を測る「経常収支比率」は、令和２年度は一時的に目標とする80％を超えたものの、近年は適正水

　　準を維持している。

■　将来の財政負担に備えて計画的に積立金を増額する一方で、将来世代の負担となる特別区債の新規発行を抑制

　　し、確実に減らしてきた結果、令和４年度末の積立金現在高は1,816億円、特別区債現在高は222億円となった。
現　　　状

■　自治体の財政の健全性を測る「実質収支比率」は、近年、特別区税や財政調整交付金等の歳入増によって、結果

　　的に実質収支が増加し、適正水準を超過している。

■　学校施設を始めとする公共施設が一斉に更新時期を迎えていること、人口減少・少子高齢化による社会保障費の

　　大幅な増加も見込まれていること等から将来的に増大する歳出をどのように縮減・平準化していくかについて、

　　早急に検討を行う必要がある。

■　近年は、特別区税や財政調整交付金等の歳入が好調に推移しているが、世界情勢や物価高騰等の先行きが不透明

　　であり、今後の区財

足

政に及ぼす影響につい

立

て楽観視できない。
課

区

　　　題
■　感染症や

　

災害の発生などによる

令

緊急な支出にも十分対

和

応できる堅実かつ柔軟

５

な財政運営が求められ

年

ている。

■　歳入歳出

度

のバランスを保ち、財

施

政運営の健全性を維持

策

する。

■　公共施設の

評

計画的な更新や事業規

価

模の見直し等により可

調

能な限り特別区債の発

書

行を抑制するとともに

(

、適正な額

　　の積立

令

金を確保することで、

和

特別区債現在高が積立

４

金現在高を上回らない

年

ように維持する。

方　

度

　　針

担 当 課 名 財政課

事

（取りまとめ）

電 話 番

業

号 03-3880-5

実

814 E-mail z

施

aisei@city

)

.adachi.to

1

kyo.jp

一般事務

 

事業の区民評価を実施



年度 令和4年度 令和5年度

事業費 16,468,700 11,862,524

人件費 96,363 91,350

総事業費 16,565,063 11,953,874

前年比(金額) 1,042,736 △4,611,189

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 経常収支比率

定義等 経常経費充当一般財源等÷経常一般財源等×１００　※低減目標
指

単　位 ％以下 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 80 80 80 80 80
(1)

実　績　値 77.5 83.2 77 75.9 R6 80

達　成　率 103% 103% 96% 96% 104% 104% 105% 105% -

指標名 積立金現在高－特別区債現在高（区民一人あたり）

定義等 （年度末積立金現在高－年度末特別区債現在高）÷翌年度の４月１日現在の住民基本台帳人口　※0円以上
指

単　位 千円 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - - - -
(2)

実　績　値 205 218 225 231 R6 0

達　成　率 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% -

指標名 実質収支比率

定義等 実質収支÷標準財政規模×100（適正水準３～５％）　※低減目標
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 4.5 4.5 4.5 4.5 4.5
(3)

実　績　値 4.5 5.1 6.7 7.4 R6 4.5

達　成　率 100% 100% 88% 88% 67% 67% 61% 61% -

指標名

定義等
指

単　位 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値
(4)

実　績　値 R6

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値
(5)

実　績　値 R6

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R6

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 平成31年度 令和2年度 令和3



の75.9％となり、目標値を達成した。

※　「経常収支比率」とは、生活保護費等の扶助費や職員の人件費等の必ず支払う経費が、

4

特別区税等の毎年度定

 

期的に入って

　　くる

担

収入でどの程度賄われ

当

ているかを示した割合

部

であり、財政の弾力性

に

（ゆとり）を見るため

お

の指標となっている。

け

【指標２】

目標値を達

る

成した。基金について

評

は、学校施設の改築や

価

公共施設の大規模改修

（

等の将来の財政負担に

部

備えて計画的に積立を

長

行って

おり、特別区債

評

については、「借入額

価

＜返済額」となるよう

－

に着実な返済の実施と

１

新規発行を必要最小限

次

に抑えていることが目

評

標

達成の要因となって

価

いる。

【指標３】

特別

）

区税や財政調整交付金

そ

等の歳入の増加により

の

、結果的に実質収支が

１

増額したため、2.9

1

ポイント超過し、目標

)

値を下回った。

近年は

施

、新型コロナウイルス

策

感染症対策や物価高騰

の

対策など必要な支援策

達

を実施しているが、一

成

方で特別区税や財政調

状

整交付金等

の歳入も増

況

加しているため、実質

と

収支の黒字が増え、望

そ

ましいとされる割合を

の

超過している。

※　「

原

実質収支比率」とは、

因

自治体の財政規模に対

の

する黒字の割合のこと

分

で、財政の健全性を測

析

る指標となっている。

【

2)達成状況と原因分

指

析を踏まえた今後の方

標

向性

近年は、特別区税

１

や財政調整交付金等の

】

歳入が好調に推移して

特

いるが、世界情勢や物

別

価高騰等の先行きが不

区

透明であり、今後の区

税

財政に及ぼす影響につ

や

いて楽観視できない。

財

また、老朽化した公共

政

施設の大規模改修の増

調

加や社会保障費の増加

整

も見込まれてお

り、将

交

来的に増大する歳出を

付

どのように縮減・平準

金

化していくかが課題と

等

なっている。持続可能

の

な財政運営のために、

歳

事業の目

的・効果を検

入

証し、積極的な見直し

が

や再構築を行うととも

増

に、歳入の確保を行っ

加

ていく。

したことで、前年度比1.1ポイント減



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

予算編成事務 財政課3430 11,951 90,188 102,139 現状維持 Ａ

公共施設建設資金積立基金積立金 財政課3431 6,580,020 83 6,580,103 現状維持 Ａ

財政調整基金積立金 財政課3432 17,788 83 17,871 現状維持 Ａ

減債基金積立金 財政課3433 4,368 83 4,451 現状維持 Ａ

特別区債元金の償還 財政課3435 3,169,350 166 3,169,516 現状維持 Ａ

特別区債利子の支払 財政課3436 254,102 249 254,351 現状維持 Ｂ

特別区債借入及び償還経費 財政課3437 15 249 264 現状維持 Ｂ

予算超過または予算外支出の予備費 財政課3438 0 83 83 現状維持 Ａ

特別区債元金の償還 福祉管理課21617 1,564 83 1,647 現状維持 Ｃ

防災減災対策整備基金積立金 財政課22377 1,823,366 83 1,823,449 拡充 Ａ

合計１０事業 11,862,524 91,350 11,953,874

3)施施策の手段として位置付け



施

協働・協創
の 取 組 み

【

策

目標】17パートナー

の

シップで目標を達成し

概

よう【ターゲット】1

要

7.1課税及び徴税能

柱

力の向上のために国内

立

資源を動

員する。【関

て

連する理由】課税課や

1

４公金担当課において

1

、賦課、徴収能力の向

【

上に向けた様々な取組

行

みを行ってい
ＳＤＧｓ

財

が
る。【評価】アクシ

政

ョンプラン等に基づく

】

滞納対策により、徴収

区

強化に取組んだ。収納

民

率向上対策委員会にお

の

ける課
目指す目標

題共

活

有や、特別収納対策課

躍

における相談・支援等

と

により、徴収知識の庁

ま

内全体への蓄積を図っ

ち

た。複線型人事制度の

の

（ターゲッ
活用や国税

活

ＯＢ職員による各種研

力

修の実施により、賦課

を

、徴収に関するノウハ

支

ウの継承、技術の向上

え

を図った。
ト）との関

る

連及び評価

　※達成状

行

況により、令和6年度

財

目標値から上方修正【

政

成果１、２、４】

備　

施

　　考

策 群 名 16 次世代につなげる健全な財政運営を行う

施 策 名 16.2 自主財源の確保

■　４公金（特別区民税、国民健康保険料、後期高齢者医療保険料、介護保険料）の適正な賦課及び厳正的確な滞納

　整理や納期内納付の推進により収納率を向上し、自主財源の充実を図る。

施策の方向
( 目 標 )

■　特別区民税の収納額は、平成29年度には約426億円だったが、令和元年度は約450億円と増加している。

■　様々な滞納整理の取組みにより税や保険料の収納率が向上し、23区順位は最下位を脱却した。

■　庁内組織である収納率向上対策委員会において、滞納整理のノウハウの共有や蓄積を行っているとともに、さら

　なる徴収強化のため特別収納対策課を新設した。
現　　　状

■　滞納整理の取組みのほか、滞納とならないためのさらなる工夫及び取組みが必要である。

■　４公金を重複して滞納している場合であっても、それぞれの担当課が納付交渉等を行っているため、より効率的

　な滞納整理の取組みが必要である。

■　効果的な滞納整理を進めていくため、継続した職員育成と組織としての滞納整理ノウハウの向上が必要である。

課　　　題

■　納付方法を充実して利便性を高めていくとともに、租税教育などにより自主納付及び納期内納付に対する意識の

　高揚を図っていく。

■　税や保険料の重複滞納や高額滞納などの困難事案については、特別収納対策課において効率的

足

かつ効果的な滞納

　整

立

理を実施していくとと

区

もに、債権等処理判定

　

委員会を運用し、非強

令

制徴収債権の圧縮にも

和

努めていく。

■　引き

５

続き、複線型人事制度

年

を活用した職員のスキ

度

ルアップに取組みなが

施

ら、組織におけるノウ

策

ハウの向上を図っ
方　

評

　　針
　ていく。

担 当

価

課 名 納税課（取りまと

調

め）

電 話 番 号 03-3

書

880-5850 E-

(

mail nouzei

令

@city.adac

和

hi.tokyo.j

４

p

　納税課、国民健康

年

保険課、高齢医療・年

度

金課、介護保険課の４

事

公金担当課で収入確保

業

に向けた連携を深める

実

。

　また、関係15課

施

で構成する収納率向上

)

対策委員会において各

1

債権の徴収に関する情

 

報共有を行っている。



課における移管事案のうち猶予、停止相当、差押え等処理方針を決定した案件の割合

定義等 方針決定した案件数÷移管事案数
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - 50 50 50 50
(5)

実　績　値 - 36 50 45 R6 60

達　成　率 0% 0% 72% 60% 100% 83% 90% 75% -

指標名 【活動５】特別収納対策課が各課から移管を受ける事案件数

定義等 特別収納対策課が各課から移管を受ける事案件数
指

単　位 件 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - 200 200 280 420
(6)

実　績　値 - 169 270 272 R6 465

達　成　率 0% 0% 85% 36% 135% 58% 97% 58% -

単位:千円

3 投入コスト 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

事業費 1,148,119 1,102,048

人件費 1,483,050 1,389,143

総事業費 2,631,169 2,491,191

前年比(金額) 29,666 △139,978

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果１】特別区民税収納率

定義等 収納金実収入額÷収納金調定金額
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 96.05 95.37 96.2 97.2 97.44
(1)

実　績　値 96.2 96.59 96.96 96.9 R6 97.68

達　成　率 100% 98% 101% 99% 101% 99% 100% 99% -

指標名 【成果２】国民健康保険料収納率

定義等 収納金実収入額÷収納金調定金額
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 72.89 67.52 75.99 81.04 82.23
(2)

実　績　値 75.99 77.33 79.83 79.04 R6 83.6

達　成　率 104% 91% 115% 93% 105% 95% 98% 95% -

指標名 【成果３】後期高齢者医療保険料収納率

定義等 収納金実収入額÷収納金調定金額
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 98.2 95.11 97.79 98.98 99
(3)

実　績　値 97.79 98.41 98.73 98.96 R6 99

達　成　率 100% 99% 103% 99% 101% 100% 100% 100% -

指標名 【成果４】介護保険料収納率

定義等 収納金実収入額÷収納金調定金額
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 94 94.65 96.08 96.51 97.02
(4)

実　績　値 94.55 95.5 96.26 96.89 R6 97.4

達　成　率 101% 97% 101% 98% 100% 99% 100% 99% -

指標名 【成果５】特別収納対策



税

なお、納税課、国民健

・

康保険課では滞納対策

国

アクションプランで定

民

めた基本方針、取組み

健

を確実に運用し収納率

康

向上に努める。

　利便

保

性の向上と期限内納付

険

の促進のため、４公金

料

の納付に利用可能なス

で

マートフォン決済のさ

は

らなる拡大を検討する

前

など、納付

しやすい環

年

境整備に努める。

　人

度

材育成に関しては、国

実

税ＯＢ職員や複線型人

績

事制度に基づく専門職

を

員による指導、研修等

下

によって徴収ノウハウ

回

の維持、継承

を図って

り

いく。

　特別収納対策

、

課においては、移管案

４

件のうち、特に４公金

公

の停滞している困難案

金

件の処理を進めるため

合

、処理方針の判断・決

計

定

の加速を図る。また

の

、令和5年度からは新

収

たに保育所費も移管対

納

象に加えるほか、４公

率

金等の移管件数も大き

は

く増加させた。引き

続

9

き、効率的・効果的な

3

徴収により区全体の滞

.

納額の縮減に努める。

15%と、前年度から0.03ポイント減少した。しかし

4

、達成率はいずれも9

 

0%以上であり、一定

担

の成果が見られた。

【

当

成果１～４（原因分析

部

）】

　特別区民税・国

に

民健康保険料について

お

は、収納額は前年度を

け

上回ったものの、収納

る

率は調定額の増加や、

評

社会情勢、経済状況の

価

影響と思われる自主納

（

付の減少等により、下

部

回った。

　後期高齢者

長

医療保険料については

評

、新規加入者の増加等

価

により大幅に調定額が

－

増加したが、口座振替

１

勧奨強化に取組むとと

次

もに

、短期証を活用し

評

相談機会を増やしたこ

価

とから、最終的に前年

）

度を上回った。

　介護

そ

保険料については、早

の

期の納付勧奨や資産を

１

有する滞納者への徴収

1

に注力した結果、前年

)

度を上回った。

　各公

施

金の徴収活動としては

策

、差押えや執行停止・

の

欠損処理の実施判断の

達

根底となる財産調査を

成

積極的に実施した。特

状

に納税課に

おいては預

況

貯金等の電子照会を導

と

入（令和4年12月開

そ

始）したこともあり、

の

実施件数が6千件程度

原

増加した。

　その上で

因

、資力を有する場合、

の

預貯金等の換価性の高

分

い債権を中心に積極的

析

に差押えを実施し、差

【

押えによる収納金額は

成

国民健

康保険課を中心

果

に伸び、前年度比で約

１

8,000万円増加し

～

た。

　一方、生活困窮

４

等により徴収が困難な

（

案件については、資産

達

状況等を適切に見極め

成

たで上で執行停止・欠

状

損処理を実施した。

【

況

成果・活動５】

　前年

）

度以前に移管された案

】

件で、慎重な対応が必

　

要な、処理に時間を要

介

する困難案件が残存し

護

ており、方針決定割合

保

は5ポイン

トの減少と

険

なった。移管件数は概

料

ね目標を達成している

を

。

2)達成状況と原因

除

分析を踏まえた今後の

い

方向性

　滞納を発生さ

て

せない取組みと滞納発

目

生後の早期対応により

標

、現年分収納率をさら

値

に向上させることが重

に

要である。このため、

は

期

限内納付を定着させ

届

る取組みを強化すると

か

ともに、初期滞納者へ

な

の納付案内センター等

か

を活用したアプローチ

っ

、督促発送後早期の

財

た

産調査実施等に取組ん

。

でいく。

　引き続き、

ま

資力を有する滞納者に

た

対しては積極的に差押

、

えを実施する一方、納

特

付困難者に対しては実

別

情に応じた対応を行い

区

、メ

リハリの効いた滞

民

納整理を進めていく。



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

課税事務 課税課3590 222,538 586,992 809,530 改善・変更 Ａ

納税事務 納税課3592 256,857 522,018 778,875 改善・変更 Ａ

介護保険料徴収事務 高・介護保険課4268 19,741 47,794 67,535 現状維持 Ａ

国民健康保険料徴収事務 国民健康保険課10499 542,576 126,446 669,022 改善・変更 Ａ

後期高齢者医療保険料徴収事務 高齢医療年金課21159 44,700 66,708 111,408 現状維持 Ａ

収納対策事務 特別収納対策課22577 15,636 39,185 54,821 拡充 Ａ

合計６事業 1,102,048 1,389,143 2,491,191

3)施施策の手段として位置付け



施

画的な保全を着実に履

策

行することで、安全で

の

快適な施設環境を維持

概

し、長期的に見た維持

要

管理コストの縮減を

　

柱

目指す。
方　　　針

■

立

　効率的で無駄のない

て

維持管理コストの支出

1

を実現する手段として

1

、公共施設の状況を一

【

元的かつ俯瞰的に分析

行

・

　保全する営繕所管

財

事業予算の適正執行に

政

努めるとともに、包括

】

施設管理委託の手法に

区

より高い費用対効果や

民

地域経

　済への好循環

の

が担保できるかどうか

活

、調査・研究していく

躍

。

担 当 課 名 資産管理課

と

（取りまとめ）

電 話 番

ま

号 03-3880-5

ち

841 E-mail s

の

hisan@city

活

.adachi.to

力

kyo.jp

　定期借

を

地権により土地を賃貸

支

し、民設民営による保

え

育所や特養施設、障が

る

い者通所施設等の開設

行

を進めるなど、民

間活

財

力との協働・協創を具

政

現化している。

協働・

施

協創
の 取 組 み

【目標】

策

11 包摂的で安全か

群

つ強靭（レジリエント

名

）で持続可能な都市及

1

び人間居住を実現する

6

。

【ターゲット】11

次

.7 2030年まで

世

に、女性、子ども、高

代

齢者及び障がい者を含

に

め、人々に安全で包摂

つ

的かつ利用が容
ＳＤＧ

な

ｓが
易な緑地や公共ス

げ

ペースへの普遍的アク

る

セスを提供する。
目指

健

す目標
【関連する理由

全

】公有財産の活用と長

な

寿命化の促進により、

財

住み続けられるまちづ

政

くりを構築する。
（タ

運

ーゲッ
【評価】低・未

営

利用財産の有効活用を

を

図るとともに、公共施

行

設のバリアフリー化を

う

進めることで、住み続

施

けられるま
ト）との関

策

ちづくりの推進を図っ

名

た。
連及び評価

備　　

1

　考

6.3 公有財産の活用と長寿命化の促進

■　公有財産は、公共目的での利活用を図ることを第一としながらも、区として利活用が図れないものについては、

　「区有地等利活用基本方針」に基づき公益性の高い事業者への貸付・売却を進め、さらなる財源確保に努める。

■　長寿命化については「足立区公共施設等総合管理計画」や「個別計画」、「足立区中期財政計画」との整合を図

施策の方向 　りながら推進し、長期的にみたコストの削減を目指す。

( 目 標 )

■　区として利活用が見込めない低・未利用の公有財産については、定期借地等による貸付や売却を進め、自主財源

　の確保に努めている。

■　行政財産の余裕部分についても、飲料等の自動販売機設置場所として競争入札により貸し付けるなど、安定的な

　歳入増への取組みを行っている。
現　　　状

■　施設や設備の劣化に応じた優先順位づけを行い、計画的に保全することで、限られた財源を効率的に執行し、安

　全・良好な施設環境を保持している。

■　適正配置の進展により生じる学校跡地等の大規模財産については、地域特性に配慮しつつ、市場性など財産が持

　つ価値を最大限生かした活用を迅速かつ効果的に図っていく必要がある。

■　公共施設の維持更新に限られた財源で的確に対応していくためには、効率的な維持管理はもとより計画的な長寿

　命化の

足

促進により、維持更新

立

コストの縮減を強力に

区

推し進めることが不可

　

欠である。

■　新型コ

令

ロナウイルス感染症の

和

影響により行財政運営

５

が厳しくなることが予

年

測される中において、

度

長期的視点に
課　　　

施

題
　立った計画保全を

策

進めるためには、より

評

一層高効率な財政運営

価

の舵取りが求められる

調

。

■　低・未利用状態

書

にある財産の調査・分

(

析を進め、サウンディ

令

ング型市場調査等の手

和

法を適宜導入しながら

４

財産特

　性（立地・市

年

場性・希少性等）に応

度

じた最適な利活用案を

事

検討し、迅速な活用を

業

実現する。

■　「足立

実

区公共施設等総合管理

施

計画」や「個別計画」

)

、「足立区中期財政計

1

画」に基づき、施設の

 

劣化状況に応じ

　た計



設備等更新計画の進捗状況

定義等 改修工事を実施した施設数の和を計画上の施設数で除した割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 30 37 43
(5)

実　績　値 12 21 27 27 R6 49

達　成　率 0% 24% 0% 43% 90% 55% 73% 55% -

指標名

定義等
指

単　位 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R6

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

事業費 4,664,646 3,434,169

人件費 602,420 585,435

総事業費 5,267,066 4,019,604

前年比(金額) △1,781,549 △1,247,462

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1】低・未利用の公有財産（土地・建物）の利活用目標の達成度

定義等 基本方針に示す利活用可能な公有財産のうち、活用方針及び活用開始時期を対外的に明確にした財産の割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 25 41.4 41.9
(1)

実　績　値 10.7 15.4 25 37.9 R6 46.4

達　成　率 0% 23% 0% 33% 100% 54% 92% 82% -

指標名 【成果2】個別計画（第１期）の履行率

定義等 方向性が決定した施設数のうち、実際に工事等（設計含む）を行った施設数の割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 50 65 66
(2)

実　績　値 - 37.93 50.57 62.07 R6 100

達　成　率 0% 0% 0% 38% 101% 51% 95% 62% -

指標名 【活動2-1】昇降機改修計画の進捗状況

定義等 改修工事を実施したエレベーター台数の和を計画上の設置台数で除した割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 38 44 50
(3)

実　績　値 23 26 35 35 R6 54

達　成　率 0% 43% 0% 48% 92% 65% 80% 65% -

指標名 【活動2-2】高圧ケーブル更新計画の進捗状況

定義等 改修工事を実施した施設数の和を計画上の施設数で除した割合
指

単　位 ％ 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
目　標　値標

目　標　値 - - 39 41 44
(4)

実　績　値 34 38 41 43 R6 45

達　成　率 0% 76% 0% 84% 105% 91% 105% 96% -

指標名 【活動2-3】自動火災報知



用

度、検討していく必要

を

がある。

【指標３】エ

推

レベーター改修経費は

進

高額となるため、他の

し

優先すべき工事案件実

た

施に伴う財政的な制約

も

等から、改修時期の変

の

更を

行う必要性が生じ

の

る場合が有るが、設置

、

年次が古く交換部品の

予

供給停止となるエレベ

定

ーターについては、施

し

設利用者の安全性・利

て

便性確保のための改修

い

を計画的に実施し、エ

た

レベーター設備の保全

旧

に努めていく。

【指標

入

４】高圧ケーブルの劣

谷

化による停電事故防止

南

のため、今後も予防保

小

全として更新を進める

跡

。また、更新にあたり

地

高圧受電設

備が不要と

活

なる低圧受電への変更

用

が可能な施設について

事

は切替えを推進し、高

業

圧受電設備の不具合に

者

伴う停電事故等の解消

選

を図っ

ていく。

【指標

定

５】自動火災報知設備

が

は施設利用者の安全確

先

保のための重要な設備

送

であるため、大規模改

り

修等との兼合いから改

と

修年次を変

更せざるを

な

得ない際は、設置年次

っ

が古く保守物品の供給

た

停止等により、故障対

た

応が不可能となる事態

め

が生じることが無いよ

、

う十分

留意し、安全・

実

安心な施設環境の維持

績

を図っていく。

値は目標値を下回っている。

【指標２

4

】一般施設の個別計画

 

（令和３年３月策定）

担

に基づき工事を行って

当

きたが、大型施設の大

部

規模改修工事について

に

改修経費

の平準化や工

お

事規模・手法等による

け

改修経費の縮減につい

る

て検討するため、工事

評

を延期した。令和４年

価

度工事を延期した施設

（

は、

ギャラクシティ及

部

び併設する子育てサロ

長

ン西新井の２施設。

【

評

指標３】施設利用者の

価

安全性、施設管理上の

－

各種設備状況を勘案し

１

た改修工事案件選定に

次

おいて、令和４年度実

評

施予定であった

エレベ

価

ーター改修工事を令和

）

５年度実施とする等の

そ

計画変更を行ったこと

の

により、令和４年度の

１

改修実績は無く、実績

1

値は令和３

年度と同数

)

となるため、目標値を

施

下回る結果となってい

策

る。

【指標４】更新計

の

画策定後に不具合が生

達

じた施設の改修を前倒

成

し実施するとともに、

状

大規模改修に合わせ改

況

修を前倒し実施してい

と

るため、実績値は目標

そ

値を若干上回っている

の

。

【指標５】更新計画

原

策定後に大規模改修等

因

が検討されることとな

の

った施設については、

分

設置機器の状況等を勘

析

案し、大規模改修工

事

【

等の際に更新を実施す

指

る等の改修時期の見直

標

しを行った結果、令和

１

４年度の改修は１施設

】

に留まり、改修対象施

鹿

設数に対する改

修実績

浜

数の割合実績値は令和

西

３年度と変化無く、目

小

標値を下回っている。

跡

2)達成状況と原因分

地

析を踏まえた今後の方

や

向性

【指標１】「区有

六

地等利活用基本方針」

町

に基づく低・未利用財

駅

産の調査・分析を計画

前

的に進め、利活用を加

区

速していく。適正配置

有

の進展に伴う学校跡地

地

や長期間未利用状態の

の

財産について、引き続

活

き、利活用方針の検討

用

を進めていく。

【指標

事

２】中期財政計画（令

業

和５年度から１０年度

者

）と整合性を図った「

を

一般施設の工事計画（

決

別冊）」を令和５年３

定

月に策定し

た。今後は

す

、一般施設の工事計画

る

（別冊）に記載した施

等

設が履行率算定の対象

、

施設となるため、令和

低

５年度・令和６年度の

・

目標値

を変更する。ま

未

た、足立区公共施設等

利

総合管理計画（平成２

用

９年４月策定）を令和

財

６年度末までに改訂す

産

る中で、今後、増加す

の

る

工事を着実に実施し

利

ていくため工事周期や

活

計画保全についても再



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

  

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

区有財産管理事務 資産管理課3544 3,982 34,847 38,829 現状維持 Ａ

区有財産取得・活用事務 資産管理課3545 212,666 68,865 281,531 現状維持 Ａ

元利償還相当額等貸付金 資産管理課3547 20,403 21,572 41,975 現状維持 Ａ

本庁舎改修事務 庁舎管理課3552 214,947 29,869 244,816 現状維持 Ａ

庁舎管理事務 庁舎管理課3553 928,615 116,612 1,045,227 現状維持 Ａ

庁舎維持補修事務 庁舎管理課3554 64,281 60,114 124,395 現状維持 Ｂ

施設保全事務 中部地区建設課5169 20,981 33,520 54,501 現状維持 Ａ

施設営繕事業 中部地区建設課19155 1,950,972 173,573 2,124,545 現状維持 Ａ

施設営繕一般管理事務 中部地区建設課19341 17,322 46,463 63,785 現状維持 Ａ

合計９事業 3,434,169 585,435 4,019,604

3)施施策の手段として位置付け


